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26 地方創生に関する特別委員会 

【第201回国会】 

（1）委員名簿（40人）

委員長 山口  俊一君 自民 

理 事 池田  道孝君 自民      理 事 石田  真敏君 自民 

理 事 今枝 宗一郎君 自民      理 事 田中  英之君 自民 

理 事 谷川  弥一君 自民      理 事 亀井 亜紀子君 立国社 

理 事 白石  洋一君 立国社     理 事 桝屋  敬悟君 公明 

上野  宏史君 自民          大西  宏幸君 自民 

金子 万寿夫君 自民          小寺  裕雄君 自民 

小林  茂樹君 自民          後藤  茂之君 自民 

高村  正大君 自民          左藤   章君 自民 

佐藤  明男君 自民          鈴木  憲和君 自民 

田畑  裕明君 自民          髙鳥  修一君 自民 

谷川  とむ君 自民          中曽根 康隆君 自民 

長坂  康正君 自民          福田  達夫君 自民 

藤原   崇君 自民          牧島 かれん君 自民 

松野  博一君 自民          今井  雅人君 立国社 

関  健一郎君 立国社         長谷川 嘉一君 立国社 

広田   一君 立国社         福田  昭夫君 立国社 

松平  浩一君 立国社         森田  俊和君 立国社 

山川 百合子君 立国社         濱村   進君 公明 

鰐淵  洋子君 公明          清水  忠史君 共産 

藤田  文武君 維新 

（2）設置の目的

地方創生に関する総合的な対策を樹立するため 

（3）議案審査

付託された議案は、内閣提出法律案２件で、審査の概況は、次のとおりである。 

国家戦略特別区域法の一部を改正する法律案（内閣提出第５号）

○ 要旨 

産業の国際競争力の強化及び国際的な経済活動の拠点の形成に関する施策の総合的かつ

集中的な推進を図るため、先端的区域データ活用事業活動の実施に活用するために必要な

データの提供の求め及び先端的区域データ活用事業活動の実施又はその促進に必要な新た

な規制の特例措置の求めに関する規定の整備等の措置を講ずるもの 

○ 審査結果 

可決 

○ 審査経過 

提出日

令和 
 2. 2. 4

衆議院

趣旨説明

4. 2

衆・委員会

付託日

4. 2

提案理由

4. 2

質疑 

4. 7

議決日
結 果

4.15 
可決(多) 

(賛-自民・公明・維新）

(反-立国社・共産) 

衆・本会議

議決日 
結 果 

4.16
可決

参・委員会

議決日 
結 果 

地方 
消費者特 

5.22 
可決 
(附) 

参・本会議

議決日
結 果

5.27
可決

公布日

番 号

6. 3 
法34号
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地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律

案（内閣提出第32号） 

○ 要旨 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革を総合的に推進するため、地方公共団体等

の提案等を踏まえ、都道府県から指定都市への事務・権限の移譲を行うとともに、地方公

共団体に対する義務付けを緩和する等の措置を講ずるもの 

○ 審査結果 

可決 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

令和 
 2. 3. 3

衆・委員会 

付託日

5.13

提案理由

5.14

質疑

5.20

議決日 
結 果 

5.20 
可決(全) 

(賛-自民・立国社・ 

  公明・共産・維新）

衆・本会議 参・委員会

議決日
結 果

5.22
可決

議決日 
結 果 

地方 
消費者特

5.29 

可決 

参・本会議

議決日
結 果

6. 3
可決

   
 
 趣旨説明 

 
 

 
 

 
  

 
 

 

 

 

 
 

  
 

公布日
番 号

6.10 
法41号 

 
 

 

 

（4）国政調査  

国政調査では、質疑が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

 

○ 主な質疑内容 

・ 地方創生によって解決しようとしている問題の本質 

・ 東京圏への人口集中の是正が必要な理由 

・ 地方創生における「地域アプローチ」による少子化対策の推進の意義 

・ 第１期まち・ひと・しごと創生総合戦略の評価及びその評価を踏まえた第２期総合

戦略の特徴 

・ 企業版ふるさと納税の利用率を向上させるための取組 

・ 国家戦略特別区域の各種決定プロセスの透明化を図る必要性 

・ スーパーシティ構想に係る地域の合意形成を担保するための取組 

・ スーパーシティ構想において個人情報が本人の同意なく提供される場合があり得る

ことについて住民の確認を得る必要性 

・ 道州制についての具体的な取組内容 

・ 離職者住居支援給付金を復活させ新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付

金の活用を検討する必要性 
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【第202回国会】 

（1）委員名簿（40人）

委員長 山口  俊一君 自民 

理 事 石田  真敏君 自民      理 事 今枝 宗一郎君 自民 

理 事 田中  英之君 自民      理 事 谷川  弥一君 自民 

理 事 亀井 亜紀子君 立国社     理 事 白石  洋一君 立国社 

理 事 桝屋  敬悟君 公明 

石原  宏高君 自民          上野  宏史君 自民 

小倉  將信君 自民          加藤  鮎子君 自民 

加藤  寛治君 自民          金子 万寿夫君 自民 

小寺  裕雄君 自民          後藤  茂之君 自民 

高村  正大君 自民          左藤   章君 自民 

佐藤  明男君 自民          鈴木  憲和君 自民 

田畑  裕明君 自民          髙鳥  修一君 自民 

中曽根 康隆君 自民          福田  達夫君 自民 

藤原   崇君 自民          牧島 かれん君 自民 

松野  博一君 自民          義家  弘介君 自民 

今井  雅人君 立国社         関  健一郎君 立国社 

長谷川 嘉一君 立国社         広田   一君 立国社 

福田  昭夫君 立国社         松平  浩一君 立国社 

森田  俊和君 立国社         山川 百合子君 立国社 

稲津   久君 公明          濱村   進君 公明 

清水  忠史君 共産          藤田  文武君 維新 

（2）設置の目的

地方創生に関する総合的な対策を樹立するため 

（3）議案審査

付託された議案はなかった。 
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【第203回国会】 

（1）委員名簿（40人）

委員長 伊東  良孝君 自民 

理 事 今枝 宗一郎君 自民      理 事 今村  雅弘君 自民

理 事 金子 万寿夫君 自民      理 事 田中  英之君 自民 

理 事 谷川  弥一君 自民      理 事 白石  洋一君 立民 

理 事 長谷川 嘉一君 立民      理 事 桝屋  敬悟君 公明 

青山  周平君 自民          石田  真敏君 自民 

上野  宏史君 自民          小倉  將信君 自民 

加藤  鮎子君 自民          加藤  寛治君 自民 

小寺  裕雄君 自民          後藤  茂之君 自民 

高村  正大君 自民          佐藤  明男君 自民 

繁本   護君 自民          鈴木  憲和君 自民 

中曽根 康隆君 自民          福田  達夫君 自民 

牧島 かれん君 自民          山口  俊一君 自民 

山本ともひろ君 自民          川   赳君 自民 

亀井 亜紀子君 立民          重徳  和彦君 立民 

関  健一郎君 立民          寺田   学君 立民 

松田   功君 立民          松平  浩一君 立民 

森田  俊和君 立民          吉川   元君 立民 

太田  昌孝君 公明          中野  洋昌君 公明 

清水  忠史君 共産          美延  映夫君 維新 

西岡  秀子君 国民 

（2）設置の目的

地方創生に関する総合的な対策を樹立するため 

（3）議案審査

付託された議案はなかった。 

（4）国政調査

国政調査では、質疑が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

主な質疑内容 

・ 令和２年度第３次補正予算において新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交

付金を増額する必要性 

・ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の協力要請推進枠に関する今後

の対応についての地方創生担当大臣の見解 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響による中小企業の倒産を防ぐべきとの考えに対す

る地方創生担当大臣の見解 

・ Ｇｏ Ｔｏ 事業においてマイクロツーリズムを重視すべきとの考えに対する地方創

生担当大臣の見解 

・ 東京一極集中の是正への取組の効果が上がっていない要因及び新型コロナウイルス

感染症の感染拡大後に東京が転出超過に転じた要因 

・ 出生数減少に歯止めがかかっていない現状に対する地方創生担当大臣の見解 

・ 地方大学・地域産業創生交付金事業の中核企業が売却された場合の大学に対する交

付金の取扱い 

・ 「スーパーシティ」構想の実現に向けた有識者懇談会が事業選定等に関与する可能性 

・ 道州制の導入に関する政府・与党におけるこれまでの議論及び法整備の検討状況 

・ 古民家を地元住民が購入して改修する場合の支援の有無 




